
33 

 

資料編 ＜参考データ＞ 

 

１ 社会状況 

 

 ＜図１ 高齢化の推移と将来推計＞ 

 

                                                           （出典：平成 30 年度高齢者白書） 

 

 

 

 

 

 



34 

 

                     

 

 

 

 

 

出典：平成 26 年版 子ども・若者白書 

↓OECD 平均（13.3%） 

出典：平成 30 年度法務省入国管理局資料 

出典：平成 28 年 国民生活基礎調査の概況 

図２ 

図３ 

図４ 
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２ 市民意識 

＜表 1 生涯学習活動の実施率（推移）＞ 

 

 

＜図５ 学習内容について＞     （単位：％）  ＜図６ 学習成果の活用方法について＞（単位：％） 

                                     回答者総数 446（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答者総数 1,115（複数回答） 

 

平成27年度 平成29年度 平成30年度

34.7% 43.9% 45.9%
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＜図７ 生涯学習活動を阻害している要因＞（単位：％）  ＜図８生涯学習情報の取得手段＞    （単位：％） 

 

回答者総数 603（複数回答）                 回答者総数 1,115（複数回答） 

 



会議・年月日 審議内容

平成30年度第2回全体会
（平成30年12月14日）

・教育委員会より「地域と学校の協働による生涯学習の推進
について」諮問を受ける
・小委員会の設置について
・今後のスケジュールについて
・大阪市における教育コミュニティ事業について

平成30年度第１回小委員会
（平成31年2月19日）

・意見具申骨子案について
・関連施策について

平成30年度第3回全体会
（平成31年3月15日）

・意見具申骨子案について

平成31年度第1回小委員会
（平成31年4月2日）

・意見具申（素案）について

令和元年度第2回小委員会
（令和元年5月7日）

・意見具申（素案）について

令和元年度第3回小委員会
（令和元年6月13日）

・意見具申（素案）について

令和元年7月2日 教育委員会へ中間報告

令和元年度第1回全体会
（令和元年8月20日）

・意見具申（案）について

令和元年度第2回全体会
（令和元年9月11日）

・意見具申（案）について（最終審議）

審議経過



氏　名 役　　職　　名
小委員会

委員

神部　純一
（議長）

滋賀大学教育学部教授
〇

（座長）

出相　泰裕
（副議長）

大阪教育大学教育学部教授
〇

（副座長）

岡本　栄司 大阪市青少年指導員連絡協議会会長

北野　幸子 神戸大学大学院人間発達環境学研究科准教授 〇

木戸　茂 日本労働組合総連合会大阪府連合会大阪市地域協議会副議長

髙田　一宏 大阪大学大学院人間科学研究科教授 〇

辻本　邦廣 大阪市体育厚生協会副会長

野崎　志帆 甲南女子大学文学部教授 〇

前田　都陽子 元 大阪成蹊大学こども教育支援センター長 〇

前田　葉子 大阪市地域女性団体協議会副会長

正岡　明 読売新聞大阪本社社会部長

宮本　隆司 大阪市PTA協議会会長 〇

柳本　真知子 はぐくみネットコーディネーター 〇

善積　康子
三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社
政策研究事業本部主席研究員

〇

令和元年7月31日まで

松山　信繁 大阪市PTA協議会会長 〇

大阪市社会教育委員会議　委員名簿


